地域内バス運行について　＜　これからの方向性　＞
　地域の課題である、住民の買い物・通院など日常生活に係る移動手段の確保。

　地域と市の中心部、地域と地域、市外への移動は、市・バス事業者が確保する
　地域内の移動は、地域が中心となって地域に合った移動方法を考え、作っていく。

[image: image2.png]



地域内運行の検討
　従来は、住民からの要望により行政がバス運行を行ってきた。
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　　　　　　　　　　　　　　　要望


サービス
　　　　　　　　　　　　　　の提供

　これからは、住民と行政の協働で、バス運行事業を行う必要がある。

　　　　　　　　


　　　　　　　　

平成２１年度より運行する地域内バス運行（福祉系バス）
　　　・地域内福祉バスとして、地域内の福祉・医療施設や買い物、幹線バスへ
　　　　乗継するために運行する。
　　　・道路運送法の適用を受けない運行とする。
　　　・従来の福祉協議会が行うもの、ＮＰＯが運行を請け負うものなどがある。
　　　・地域の運行協議会（仮称）を設置し、運行状況や住民ニーズを掌握し、地域

　　　　住民が主体となり運行する仕組みを構築する。
　　　・２年間の試行運行とし、平成２３年度からは、地域との協働で本格運行する。
　　　（地域公共交通活性化・再生総合事業の最終年度）

　　　　　　　平成２３年度からの地域内自主運行に向けた地域の取組

　　　　　　　　　

バス運行のための作業工程
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ルートの選定　・地域住民のニーズを十分に反映できるよう路線を選定する


　　　　　　　・医療・福祉施設、商店への運行など、住民ニーズに合致させる


　　　　　　　　





運行時間の決定　・利用目的・利用時間帯・最終目的地への乗継時間を考慮し、


　　　　　　　　　運行ダイヤや運行する曜日を決定する。　　　　


　　　　　　　　





車両の決定　　　・需要・運行経路の道路幅員に合わせて、車両の大きさを決定する。


　　　　　　　　・利用者に合わせ、乗降スッテップなどの設備装置


　　　　　　　　・車両の確保　　　　　　　　





運賃の決定　　　


・収支予測を算出し、受益者負担額と市


　からの支援額を明確にし、運賃を決定


　する。


・市からの支援額（支援割合）は、各地


　域の均衡を保ち、住民の理解を得る必


　要がある　　　　　　





運行事業者及び運行形態の決定　


・ＮＰＯ等に運行を委託するケース


　と運送事業者に委託するケース。


・ＮＰＯ等が運行する過疎地有償輸


　送を行う場合は、法令等に定める


　基準等を満たす必要がある。


・定時定路線とするのか、デマンド


　運行とするのかを、ニーズにより


　決める。


・デマンドでは、予約方法の検討　　　　　　　　





　住　民





　行　政





地域の


バス運行





合併協議にて、既存の自主運行バスは継続させた他、全地域を結ぶ運行時間４時間におよぶ長大路線を運行。


住民要望で、バス停の新設やルート変更を行ってきたが、利用者は多いとはいえない。





・地域の課題であるバス交通に、地域事情を一番知っている住民が参加し、運行内容を決めていく。


・市は、運行手続きなどのアドバイスや財政面の支援を行う。


・場合によっては、バス事業者も加わる。


事業評価を行い、改善を繰り返していく。


・住民による「地域のバス運行に関する委員会」を設置し、運行状況の点検や各種サポートを行う。





必要に応じてアンケートの実施
































バス事業者・運行事業者





協働は、市民の意見を取り入れて策定した第４次総合計画のテーマ





地域が主体となって、地域のための生活交通を創り上げる








